産地型製造業地域の持続可能性および非産地型との関係 : 研究史の整理と燕を中心とした検討 by 松尾 容孝
























































学と経営学は、後 2 者に関わる研究のほか、とりわけ経営学に中小企業論研究が多い。後 2 者
に関わる研究、すなわち製造業の立地、産業地域構造、産業集積や企業間ネットワークに関す
る古典的研究と 1980 年台以降の所説を表 1にまとめた（注 1）。 
まず、産地ないし地場産業地域の個別地域調査には、板倉勝高･井出策夫･竹内淳彦（1970）、
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表 1．製造業の立地と産業集積、企業間ネットワークに関する経済地理学などの所説 
―古典と 1980 年台以降の研究成果― 




























研究､国際貿易論から立地を検討した B.ウ(オ)リーン(1933,1957,1980)や P. クルーグマンの研
究が、工業立地の集積のテーマを継承している。 
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研究者 所説のキーワード 年 概要 



































































































(1999, 2000)、松原 宏(1999)、竹内弘高訳(1999)、矢田・松原編著(2000)、山本健兒(2005)、長尾謙吉(2006)、藤田 誠(2011) 
 

































































































Environment and Planning D: Society and Space に柔軟な工業生産システムの特集号が組ま
れた。企業間の脱系列化、企業家セクターの活動、サプライヤー・システムなど、フレキシビ
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リティの一層の進行を示す研究成果が、産業分析と企業分析により提示されている（A. J. Scott 
and P. Cooke eds., 1988）。 
スコットの精力的な研究は、多くの研究者との共同研究、活発な相互影響を生じ、さまざま
な研究者により関連する研究成果が生み出された。 
スコットと同じく UCLA に勤務する M. ストーパーは、技術変化とグローバル化により経済
が一層都市的になり、経済発展形態が変化して、所得・雇用などの地域間格差、地域間不平等


















た（A. Malmberg 1996a, 1996b、友澤和夫 2000）。Regional Studies 誌上に D. キーブルらは、
ヨーロッパのハイテク中小企業における地域ネットワーク化や集団的学習とイノヴェーション
に関する特集号を組んだ（D. Keeble and F. Wilkinson eds., 1999）。 
さらにスコットは、工業（経済）地理学における知識、文化、コンテクストへの関心を深め、
創造性と文化産業、創造性の分野、知識・文化の経済研究を追求した。この関心に沿ったモノ
グラフとしてハリウッドの生成と展開の著作がある（A. Scott 1996b, 1997, 2000, 2006a, 
2006b, 2007, 2010。長尾謙吉 2006）。1990 年台以降、知識・文化産業が国民経済･地域経済に
おいて重要な比重をもつようになった。知識・文化産業の比率が高い都市を、創造性を惹き起
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こす条件を有する都市すなわち創造都市とみなして、これを対象とする研究が増加している。
スコットは 2009 年にスウェーデン人類学・地理学協会 Anders Retzius Medal を授与された。




ある（Geografiska Annaler B, 92-2, 2010）。 
 1980 年台以降の地域経済・企業立地と都市の成長に関して、A.スコットとは異なる分析手法
によって研究成果を提示してきた研究者に A. マークセンがいる。特にインタビュー調査がそ
の研究手法として注目される。1 回 2 時間のインタビューとその準備･清書･分析に 10 時間を要



















ることを指摘し、A. Markusen（1996）は産業集積地域に 3 類型、細分すると 4 ないし 5 類型
が存在することを指摘した。しかし、産業集積地域の研究を通じて、地域の持続可能性の難し
さ、地域の持続可能性に芸術家や文化産業従事者が果たす役割が重要であることを認識し、そ











けマイノリティのカルチャーにとって重要であると指摘している（A. Markusen 2006, A.マー
クセン 2007）。 
















































二分 問題型認識論 貢献型認識論 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































産業地域類型を設定する研究、たとえば A. マークセンの類型（3 類型、細分類では 4 ないし 5
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じめとする諸研究の方向と、2010 年前後の Regional Studies の Lucia Cusmano et al.（2010）
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表 4．中小企業集積地での産業集積と企業への調査票 
調査者           調査日 
インフォーマントの氏名・役職・年齢 
































業種と従業者数(経営者  ＋部門別従業員数  。うち家族人員数  。従業員の平均年齢) 
業態(事業形態)：独立事業主  子会社･分工場  (長期)相対契約  子会社･部品工場 
        生産   製造卸(商社？)   製造小売 SPA 
類型： 
  企業家的中小企業： 価格形成力を有し、独自市場(情報参入障壁が高い市場)を構築  
半企業家的中小企業：特定企業(           )の外注(下請け・横請け)に依存   
自社製品をもつ(メーカーである)が独自市場の構築にいたっていない 
経験技術の蓄積は薄く技術より商機を重視する 
停滞中小企業：   上記以外(           ) 











 基本稼働機械装備、ME 化の過程(工作工具の導入の有無と導入年) 
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  成形加工：プレス金型・プラスチック金型・鍛造金型・鋳造金型 
  ME 機器：NC フライス盤(コンピュータ制御の切削加工機械) 
      ＋工具自動交換装置 ＝ マシニングセンタ(削り､中ぐり､穴あけ､ねじ立て等を 1台で行う) 
      NC 放電加工機(電極と被加工物の間の放電による被加工物の表面を一部除去｡硬い金属の機械加工) 
      ワイヤカット放電加工(銅製ワイヤを用いた放電加工。二次元加工に用いる) 
      自動プログラミング装置(プログラマよりも秀でたコード･言語を機械的に作成する装置) 























情報を共有するループ(企業内の経営者･従業員、企業外の顧客･同業者･業界団体･研究機関等(        )) 
技術を共同開発するループ(科学知識適用技術、暗黙知で生み出された経験技術、サプライヤーの情報･技術) 
受注・販売の獲得のためのループ(同業者・業界団体(              )) 
取引先企業数： 
  生産財なら取引先企業数≒顧客数、販路・販売エリア 
   主な企業名と業種・住所 
主な企業名と業種・住所 
  消費財なら取引先企業は製造工程でのアウトソーシング先の企業 
   主な企業名と製造工程・住所 













































































































 「産地概況調査」により、図 1 に産地数、企業数、従業員数、総出荷額の推移を示した。総




造出荷額も額では 1990 年値が最大であるが、消費者物価指数で平準化すれば、1970 年台後半 
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以降徐々に減少している。2000 年頃まで 400～500 の産地数が維持されていたが、2000 年台
以降、産地概況調査の捕捉産地数は急速に減少し、各産地による企業数、従業員数、出荷額な
どの回答率も悪化した。中小企業庁は 2005 年以降毎年の統計調査を中止した。7 業種の占め
るシェアの内訳の推移をみると、繊維産業は 1970 年台まで全産地の三分の一を占めたが、1980








 図 3 は、産地概況調査に基づく、日本の地方別・7 業種別産地数である。近畿、関東、東海
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地方には 7 業種すべての産地が揃っている。このうち、関東地方の産地を対象にして、個々の
産地の起源から現在までの歴史について傾向と特色を明らかにしよう。関東地方の 1978 年当



















組合が 1978 年 81 社から 2016 年 28 社に、また千葉県味噌工業協同組合が 1940 年 143 社、
 
表 5．関東地方における食料品産地組合の変化 






























味噌 1940(1949)～ 27 815 8 ? 
銚子缶詰協会 千葉県 銚子市 水産缶詰 1940's～ 7 900 4 400 
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銚子缶詰協会は、1978 年当時 7 企業からなり、900 人の従業者がいた。漁協から魚を仕入れ
て缶詰に加工し、1960 年台まで大半を輸出していたが、採算が合わなくなり、1980 年台以降















いる。関東では両毛地方の 6 つを中心に西部と北部に 14 の機業産地が所在した（注 9）が、多く
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が、その後ほぼ単調に低下を続けて 2000 年台以降は 10％以下となり、2010 年台は 5％程度に
なっている。2006 年 3 月合併後の燕市では、その比率は一層低い。そこで燕の製造業を構成
する工業部門群とその推移を中分類で示すと、図 5、図 6 のようになる（注 11）。金属洋食器、金
属製品製造業の出荷額が全製造品出荷額に占める比率は、1953 年当時に 42％、その後は旧燕
市域では 1990 年台前半まで 50％以上を占める時期が続いたあと 30～40％台に下がる。次に
















気機械器具・一般機械がそれぞれ 10%以上、10%弱の割合、両者を併せて 20%強を占める。こ 























































































1953年 1960年 1966年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2014年
プラスチック製造業 鉄鋼業 金属製品製造業 一般機械器具製造業
電気機械器具製造業 輸送用機械器具製造業 精密機械器具製造業 その他の製造業
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（2）「燕」の現状 
 工業団地の造成によって変化した燕の現状について、表 8 から次のことがわかる。おもに旧
吉田町との隣接地に造成された工業団地に、20 年余を経た 1988 年当時、278 の企業が移転・
立地して事業を行っていた（神子島・池田 1988）。その総数は当時の金属製品製造業関連の事
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対する好評価と期待）を付与しているとする。 







甚だ低い産業であるためである。凃ら（1991）が 1988 年 8-9 月に金属洋食器工業組合員 129
社と金属ハウスウェアー工業組合員 64 社に対して行ったアンケートにおいても、「現在企業活
動を推進するうえで直面する問題」の設問に対して、「後継者がいない」「有能なスタッフがい
ない」の合計がすでに 58.5%（回収率 44.6%、86 社）を占めている。 
 現在の状況を検討するために、2016 年 9-11 月に燕市商工会議所が行った「小規模事業者ア
ンケート」から関連項目を抜粋して表 9 を作成した（注 13）。全業種を対象に 1187 の有効回答を
得たこの調査では、後継者未定と後継者不要（大半は自分の代で廃業予定、ごくわずかが譲渡
予定）は 73.7％を占める。製造業では 762 中 555 事業者（72.8％）とほぼ同じ割合である。こ




市の年少人口は減少を続けていて、年少人口とその対全人口割合は 1990 年当時の 15653 人
（18.8%）に対して、2015 年には 9885 人（12.4％）と大幅に低下している。地域の内外から
創業希望者を受け入れ、事業者へと育成することが不可欠になっている。 
 このように現在も危機的状況が回避できているわけではないが、1970 年に 1702 社あった燕
の金属研磨業者・表面処理業者が 2000 年に 703 社に減少した状況下に、研磨業者有志と燕商
工会議所が模索し、2003 年、商工会議所を事務局として、研磨業者 22 社の共同受注組織「磨
き屋シンジケート」が発足した。2017 年現在、6 幹事企業、13 参加企業、12 賛助企業からな
る。事業者をネットワーク化して、共同受注システムを構築し、新たな販路の開拓・拡大をめ
ざしている（注 14）。 
また、これとは別に、燕市は、2007 年 3 月に工業団地（小池）に研磨技能者養成のため「燕
市磨き屋一番館」を設立した。組合員 14 人からなる「燕研磨振興協同組合」が 2009 年に市か
ら業務委託を受けて指導・育成事業と施設の管理運営を行っている。新卒者・失業者の場合は
― 88 ― 
組合雇用、就業者の場合はその企業雇用の方式で、燕市産業カレンダーに基づいて 1 日 8 時間
労働で実技研修により組合受注品を加工し、そのなかで（OJT で）実技訓練を「磨き屋マイス







一次分類項目 二次分類項目 三次分類項目 
回答 回答 
数 % 数 % 
計 全業種   1187 100.0     
  製造業       762 64.2 
  うち後継者決まっている   308 25.9     
  うち後継者未定   344 29.0     
  うち後継者不要   531 44.7 531 100.0 
    自分の代で廃業予定     493 92.8 
    譲渡予定･その他     30 5.6 
製造業   762 100.0     
うち後継者決まっている     204 26.8     
うち後継者未定     203 26.6     
うち後継者不要     352 46.2 352 100.0 
  自分の代で廃業予定       325 92.3 
  譲渡予定･その他       23 6.5 
自分の代で廃業予定
  325 100.0     
金属研磨･表面処理   92 28.3     
  バフ研磨     70   
  バフ研磨以外の研磨     18   
  研磨以外の金属表面処理     4   
金属プレス製品製造   50 15.4     
洋食器製造   38 11.7     
溶接加工   30 9.2     
その他の機械･同部分品製造   29 8.9     
利器工匠具製造   12 3.7     
その他のプラスチック製品製造   9 2.8     
その他の金物類製造   7 2.2     
金属彫刻   6 1.8     
金属加工機械製造   5 1.5     
ボルト･ナット･ねじ製造   4 1.2     
金属線製品製造   3 0.9     
製缶･板金   3 0.9     
鎚起銅器製造   3 0.9     
その他   34 10.5     
資料)燕商工会議所『小規模事業者アンケート』(2014 年 9～11 月調査)による 
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地の卸売業務が生まれ変わった。燕市の比較的規模の大きな流通業者 37 社は、1973 年に設立
された燕商業卸団地協同組合に加入し、1980 年までに物流センター（図 8 の 12）に集積立地
した。その後組合は協同組合つばめ物流センター（RaDD）と名称変更し現在にいたる。設立
当初の 37 事業者等と 2017 年現在の 34 事業者等を比較し、表 10を作成した（協同組合つばめ
物流センター2017）（注 16）。当初の 37 事業者のうち現在も団地内で事業を営むのは 23 事業者で






























































 つばめ物流センター組合員企業の団地内従業員は、2011 年以降ではあるが、運送業 2 社を除


















ら経営上 OEM に依存せざるを得ないのであれば、中小企業による OEM 受注は積極的な経営





 燕市の製造品出荷額等はリーマンショック後の 2009 年から 2014 年の 5 年間に 21％増加し






















































































































シ ン ガポール 、 成都で 展示会
 
ベ トナム との 交流準備
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された。しかし、地場産業の衰退に伴い、活動を停止して解散した県も多く、現在はピーク時
の約半分の県で存続している。燕三条地場産業振興センターはその中で最も活発に活動をして















































図 11．2012 年中小企業経営力強化支援法施行後の横浜企業経営支援財団（IDEC）による 
中小企業支援活動 





















政策   ビジネス 
行政組織 業界団体 
     world
IDEC
横浜市の中小企業







































































































2）「企業風土」、「シリコンバレーの文化」（Castells & Hall, 1994）、「企業家精神に基づく活動」（清成忠
男, 1996）など、中小企業論や地域経済論の研究で具体的に産業地域の説明にグラノベターの概念を援
用する例が多い。 











1991 年に設立され、ヨーロッパ全域（EU28 国＋非加盟 4 国）とトルコの計 33 カ国をカバーする 600
人以上の研究者ネットワークにより多数のプロジェクト研究や報告書を刊行している。その定期刊行物
として、ENSR は 1993 年以来 2017 年現在まで毎年、欧州委員会企業総局に『ヨーロッパ中小企業白書』
を報告している。日本では公益社団法人中小企業研究センターがこれに該当するとともに、中小企業庁
が毎年『中小企業白書』『小規模企業白書』を刊行している。 










生産額がおおむね 5 億円以上の産地を調査対象とする「産地概況調査」を、1963（昭和 38）年度から


























12）中小企業共同工場が 20 人以下の従業員であることを入居条件としたのに対して、他の団地は 20 人以
上を入居条件としたものが多い。製造業では 20 人以下を「小規模企業者」とし、20 人より多く 300 人
以下を指す「中小企業」と区別しているので、工場団地の整備は主として中小企業の支援といえる。 





16）つばめ物流センターでは、『協同組合つばめ物流センター』、『組合員名簿』（ともに 2017 年 3 月現在）、
1980 年、2004 年のパンフレットを提供いただいた。 
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